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以 上 

 

本メルマガは山下税理士に日常業務の中から「間違いやすい・見落としがちな」税務のチェックポイントをＱ&Ａ形式で

ご寄稿頂いたものになります。ぜひご参考になさってください。 

『質問』 

引き継いだ繰延資産の取扱いについて 

 

≪内容≫ 

関与先の個人事業者甲氏は2年前から飲食店を経営していますが、この度、法人成りして、Ａ社を設

立します。設立に際して、甲氏は開店時にテナントの貸主であるＢ社に店舗賃借に係る権利金300万円

及び礼金150万円の合計450万円を支払い、繰延資産に計上の上、償却期間５年で償却してきましたが、

法人成りの時点において未償却償却残高として270万円が残っています。 

この繰延資産の未償却残高については、法人成りに際してＡ社に引き継ぐことになるのですか。引き

継ぐ場合は個人事業時代の経過期間2年を控除した年数（3年）で償却することになるのですか。 

なお、テナント契約については、貸主Ｂ社の承諾を得て、借主甲氏の賃借人としての権利及び義務は、

すべてそのままＡ社が承継する旨の覚書が交わされています。 

 

『答』 

本件権利金等の未償却残高 270 万円については、法人成りに際して引き継がれるその他の資産とと

もにＡ社の繰延資産として引き継ぎ、償却期間（5 年又は賃借期間のうち短いもの）で償却するのが相

当であり、個人事業時代の経過期間を控除した年数(3 年)で償却することはできないものと考えられま

す。 

 

（解説） 

１ 一般的に、個人事業を法人成りさせる場合には、資産等を受け入れる方法としては、現物出資によ

る方法と設立後に有償で譲り受ける方法が考えられますが、そのいずれの方法による場合でも、従前

の個人と設立後の法人とは、全く人格が異なることから、単に個人の取得価額や帳簿価額を引き継ぐ

のではなく、第三者間で行われる取引と同様に、その引継ぎの時の現在価値すなわち時価によって引

き継ぐ必要がありますし、含み損益を有する資産については、その含み損益を評価した時価評価額に

よって引継ぎを行う必要があるものと考えられます。 

２ ご質問のケースにおいて、個人事業者甲氏がテナント契約設定時において、貸主Ｂ社に支払った権

利金及び礼金の合計額450万円（以下「本件権利金等」といいます。）は、税務上の繰延資産に当た

る「建物を賃借するために支出する権利金、立退料その他の費用」（所得税基本通達２－２７（１）、 
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法人税基本通達８－１－５（１））に該当するものと考えられますので、個人事業者甲氏において本

件権利金等を繰延資産に計上し、償却し、その未償却残高270万円を法人成りに際してＡ社が引き継

ぐことの可否を問われているものと拝察します。 

  本件権利金等の未償却残高に係るいわゆる繰延資産自体が流通性を有するものではないことと捉

えられる面もありますが、所得税法のみならず法人税法においても、繰延資産は法人が支出する費用

のうち支出の効果が支出の日以後一年以上に及ぶものをいう（所法２二十、法法２二十四）と規定さ

れており、その支出の効果たる経済的利益を享受できる場合には、資産価値を有するものと同視でき

るものと考えられます。 

３ このようなことから、法人成りに当たって個人事業主甲氏の賃借人としての立場が、貸主Ｂ社の承

諾に基づいてそのままＡ社に引き継がれる場合には、本件権利金等の支出の効果は、甲氏からＡ社に

引き継がれるものと解されますから、その場合の繰延資産の資産価値については、未償却残高をもっ

て評価するのが相当と考えられます。 

  したがいまして、本件権利金等の未償却残高270万円については、法人成りに際して引き継がれる

減価償却資産とともに法人の繰延資産として引き継ぐことになると考えられます。 

４ なお、引き継がれた繰延資産のＡ社における償却期間については、法人成りの時点で繰延資産の支

出があったものして、法人税基本通達 ８－２－３に定める償却期間（５年又は賃借期間のうち短い

もの）で償却するのが相当であり、個人事業時代の経過期間を控除した年数(3年)で償却することは

できないものと考えられます。 
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